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公共システム・ソリューションビジネスにおける市場変化と 
企業の適合に関する分析と考察

○渡邉裕樹(東京理科大 MOT、所属 日本無線 若林秀樹(東京理科大 MOT  

 はじめに

AI、DX、データビジネス等によりシステムの価値がものモノからコトへ移る潮流は、変化の鈍い公共

入札分野のシステム・ソリューション市場にも押し寄せる。多くの企業はこれを機会ととらえるが、挑

戦の成功には技術開発だけでなく、技術変化への既存リソースの適応や多様化する案件規模に対するプ

ロセスやマネジメント能力の調整というケイパビリティの適合が求められる。 
筆者の所属する日本無線は防災無線、ダム・水河川管理、道路管理等多くの無線関連システムを官公

庁や自治体に収めてきた。これらのシステム・ソリューション事業もデジタル化の進展に伴う案件の高

度化や多様化が見込まれ、市場変化への対応について個々の事業で課題を抱えている。しかし、その具

体的な市場との不適合性については可視化ができていない。この問題に対し、入札情報という公共市場

特有の公開情報を用いた分析を試み、受注案件の規模から市場の特徴と企業の適合性について考察した。 
 
 先行研究

市場と企業の適合に関する研究は数多く存在し、代表するものとして事業環境に企業のリソースを動

的に適合させ競争力を強化する“ダイナミック・ケイパビリティ論”がある。特に藤川らの研究[1]では、

DX においてビジネスをプラットフォーム・エコシステム化するまでのパスにおけるダイナミック・ケ

イパビリティの役割を整理している。また、人事戦略という観点もあり、木村の研究[2]では戦略的人的

資源管理(SHRM)の実践には企業の保有リソースを考慮した PDCA が重要と提言した。砂原らの研究[3]
では、人的資本経営の実践において経営戦略と適合し長期/短期のバランスを管理する SHRM を行うこ

とが変化する市場での競争力確保につながることを考察した。これらの研究は、デジタル化の社会的要

求に伴い急速に変化する市場環境に対応することを迫られる企業に対し、多くの重要な示唆を与える。

一方で、本研究の対象である公共システム市場について論じた研究も少ないが存在する。宮部の研究[4]
では、防災無線市場のライフサイクル価値に着目し今後の市場変化への対応を考察した。徳重の研究[5]
では、無線周波数再編成をテーマに衰退産業から成長産業への事業転換を考察した。これらは個別市場

における分析や戦略提言として価値が高いが、ケースやフレームワークによる定性分析である。そこで、

本研究では公共市場特有の公開情報である入札情報を用い、企業の受注能力について定量分析を試みた。 
 

 公共システム市場の特徴と課題

3-1.公共入札方式の現状と対応する企業の課題 
公共市場における事業活動では、競争入札の特性から技術・品質よりも低コストを重視する動機が生

まれ、過剰なコスト重視が品質低下や下請け労働へのしわ寄せ等を引き起こす課題があった。そのため、

対応処置としてコストだけでなく施工能力や技術提案を評価指標に加える総合評価方式が導入された

[6]。この総合評価方式については、国土交通省の入札案件において令和 5 年度には 95.7%という高い導

入率が達成されている[7]。しかし、地方自治体ではまだ導入率に差が見られる状況である（図表 1）。 
また、総合評価方式を採用した入札評価の傾向として、規模（落札金額）が大きな案件ほど技術評価

点が受注確度に影響するというデータが存在する（図表 2）。 
このことから、企業はターゲットとする入札方式や案件規模を考慮し、自社のリソースに基づいて重

視すべき要素（技術/コスト）を選択する必要があることが示唆される。しかし、実際には多様な案件規

模と入札評価方式が個別の公共市場に混在しているため、各企業は市場全体の中でターゲット領域の特

徴を見極め、その戦略と自社リソースを適合させることが求められる。 
 
 
 
 

2E10

― 900―



技術要求

（分野、難度）

R&D

事事業業部部

（（技技術術））

製製造造

調調達達

現現場場対対応応

保保守守

事事業業部部

（（営営業業））

製品開発

市市場場ニニーーズズ

顧客数

案件規模

メメーーカカ・・SI企企業業リリソソーースス

SI対応

コア技術

開発

品品質質保保証証

提案・受注

顧客開拓

受注規模への適応

技術要素への適応

都・県 総合評価方式導入 
自治体 / 自治体数 

導入率[%] 

茨城県 32/44 72.7 
栃木県 25/25 100.0 
群馬県 16/35 45.7 
埼玉県 61/62 98.4 
千葉県 38/53 71.7 
東京都 51/62 82.3 

神奈川県 14/30 46.7 
山梨県 21/27 77.8 
長野県 33/77 42.9 
合計 291/415 70.1 

 
 
 
 
3-2.公共システム市場の特徴 

公共インフラを支える公共システムの入札において、多くの場合、標準仕様が規定されている。そし

て、これまで標準仕様の更新周期は 10～15 年とされ、民生品市場の規格と比較して長い傾向があった

（図表 2）。この規格に従い、変化の乏しいビジネスのみを長期的に行う場合、企業内の各リソースは既

存市場の案件規模と技術的な要素に最適化されることが考えられる（図表 3）。これは、既存市場への適

合として競争力強化が進むことを意味するが、安定環境による企業文化の固着が生じると、市場ニーズ

の変化や需給変動に対するリソースの適応能力が不足する可能性がある。なお、現時点ではこれら公共

システムの標準規格に大きな変化は見られないが、国土交通省、総務省、各自治体が公共システムの

DX を推進しており周辺領域からのデジタル化が開始されている[10][11]。そのため、各企業にとって今

後の変化に適応することが重要となる。 
 

図表３ 電気通信分野の標準仕様・規格の更改間隔一例 出所：筆者作成 
分野 規格 規格更新時期 

ダム管理 ダム管理用制御処理設備 標準設計仕様  H.9 ➡ H.17 ➡ H.28  
市町村防災無線 市町村防災行政無線（移動系） 標準仕様  S.63 ➡ H.16 
県防災無線 
（衛星系） 

自治体衛星通信機構 技術規格 第 1 世代 H.3 ➡ 第 2 H.15  
➡ 第 3 H.31 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表４ 市場ニーズへの企業リソースの適応 出所：筆者作成 

 
3-3.市場と企業の適合性に関する仮説 

前述の入札方式の影響や公共システム市場の特徴を整理すると、公共システム・ソリューション市場

を対象とする企業にとって、案件規模や入札方式に基づくターゲット領域への適合が重要である一方で、

市場適合の長期継続が変化への対応能力に課題を生むという構造が見えてくる。このことから、自社リ

ソースの特徴によるターゲット領域と市場環境（案件規模、技術要素）の不適合性を可視化し、それを

適合させるための戦略を立てることで、変化する市場に追従し、業績の改善・向上を図ることができる

という仮説を立てた。 

図表 1 令和 3 年度 関東自治体の総合評価方式導入率 
出所：国土交通省関東地方整備局資料[8]より筆者作成  

図表 2 国土交通省入札結果 工事規模と逆転落札* 
出所：建築コスト管理システム研究所資料[9]より 

筆者作成 
*逆転落札：総合評価方式による最低入札価格以外での落札 
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 入札データ概要と調査方法

本研究では、前節の仮説における案件規模（以降、受注規模）について調査・分析した。 
調査は公開情報である入札結果（図表５）を取得し、案件名（市場分類）、落札企業、落札金額を抽

出した。落札企業の内件数が 10 件以上の企業について受注規模の範囲に関する企業ごとの特徴を分析

した。 
図表５ 調査対象の入札結果情報 出所:筆者作成 

対象 14 県の入札結果 
秋田、福井、富山、石川、栃木、千葉、群馬、新潟、静岡、愛知、岩手、三重。宮城、山形 

期間 2 年分 （令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日） 
工事分類 電気通信工事 

（防災、ダム・水河川管理、港湾、道路管理に関わる情報通信設備の設置、改修、保守等） 
入札案件数 1501 件 
落札企業数 265 社 

内、落札件数 10 件以上の企業数 55 社 
※情報入手元は各県の入札情報システム（Web 公開情報） 令和 6 年 5～7 月に取得 

公開情報だが公開期間が過去 1～3 年（自治体により異なる）のため長期分析には継続的なデータ取得が必要 
 

 
図表６ 落札金額ヒストグラム 図表７ 企業の落札件数ヒストグラム 

出所：筆者作成 出所：筆者作成 
 

 結果・考察

5-1.企業ごとの受注規模の特徴 
調査対象の入札結果から、落札件数が 10 件以上の企業 55 社について、受注規模（受注金額）の最大

と最小を基にグラフを作成した（図表８）。結果から、受注金額の範囲が広い企業と狭い企業が最小受

注金額に関係なく分布しており、特定の規模を受注する企業において、受注金額の範囲が広い/狭いとい

った特徴は見られなかった。このことから、今回調査した市場（自治体の電気通信工事）では、案件規

模による企業群の明確なすみ分けはなく、大型案件を受注する企業の中にも小型案件を受注する企業が

存在することが分かる。各企業は個別の事業特性や戦略に基づいた受注金額の範囲を持つと考えられる。 

 
図表８ 企業ごとの受注金額の最大-最小 出所：筆者作成 
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次に、受注規模の幅に関する特徴を調査するため、各企業の最大受注金額と最小受注金額の比を求め

た。その際、案件数によるばらつきの影響を考慮するため、横軸に落札件数を取ったグラフを作成した

（図表 9）。結果、受注金額の最大/最小比は落札件数に依存せず、多くの企業（55 社中 52 社）は受注

金額の最大/最小比が 200 以下の範囲で案件を受注していた。企業の規模や能力により受注可能な案件

規模に差はあるものの、その金額範囲は事業効率により一定の比率に収まる可能性がある。一方で、そ

の範囲を超えた幅広い案件規模の受注活動を行っている企業が 3 社あった。この 3 社については、事業

規模や沿革に類似点はあったが、対象市場や製品について他社との明確な差異は見られなかった。その

ため、受注案件規模の集中による効率化以外を目的とした事業戦略として、幅広い案件を受注している

可能性がある。 

 
図表９ 落札件数と受注金額の最大/最小比 出所：筆者作成 

 
 

 まとめと今後の課題

本研究では、公共入札と公共システム市場の特徴を考察し、受注規模や技術要素に関する企業と市場

の適合性について仮説を立てた。そして、企業ごとの受注規模の特徴について、自治体における電気通

信工事の入札データを元に分析し、多くの企業が受注金額の最大最小比について一定範囲に収まること

を明らかにした。しかしながら、各企業の受注規模範囲が持つ意味や、個別企業の市場との適合性評価

については分析が不十分である。 
なお、土木分野での公共入札における競争力の研究として、D.S. Drew らの研究[12]がある。この研

究では、入札競争力を入札価格と落札価格の比を用いて指標化し、企業ごとの入札結果分布により工事

規模に対する受注能力を評価している。今後、今回の調査結果にこの指標を加え、公開情報である入札

結果を用いた市場と企業の適合性の指標化を目指す。  
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